
船橋市ホテル等建築計画に係る事前協議要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、船橋市ラブホテルの建築規制に関する条例（昭和 57年 12月 28日条例第 36

号。以下「条例」という。）第 2条第 1号に定めるホテル等の建築の計画に関して、同条例第 1

条に定める目的に沿って手続きを円滑に行うため、当該ホテル等を建築しようとする者と事前に

協議することについて必要な事項を定めるものである。 

（定義） 

第２条 この要綱で「ホテル等」とは、条例第 2条第 1号に定めるホテル等をいう。 

２ この要綱で「事業者」とは、条例第 4条の規定に基づきホテル等を建築しようとする者をいう。 

３ この要綱で「建築」とは、条例第 4条第 1項に定める建築（建築基準法第 2条第 13号に規定

する建築のほか、同条第 14号に規定する大規模の修繕、同条第 15号に規定する大規模の模様

替及び同法第 87条第 1項に規定する用途の変更並びに屋外広告物の設備を含む。）をいう。 

（事前協議の申請） 

第３条 事業者は、条例第 4条第 1項に定める届出の前に、市長に対し、ホテル等建築計画事前協

議申請書（様式第 1）により、次に掲げる書類各 12部を添えて事前協議をしなければならない。 

(1) 事業計画書 

（施設概要（構造設備、部屋数及び面積等）、営業時間、従業員数、利用料金及び年間経費等

が明記されたもの） 

(2) 建築理由書 

（建築理由及び敷地の選定理由が明記されたもの） 

(3) 経営方針説明書 

（ホテル等の経営方針が明記されたもの） 

(4) 定款の写し及び登記事項証明書 

（事業者が法人である場合に限り 90日以内に発行されたもの） 

(5) 附近見取図 

（縮尺 1/2,500で、縮尺、方位及び建築物の敷地境界線から周囲 200 メートル以内の区域の

状況（道路、目標となる公共施設等）が明記されたもの） 

(6) ホテル等の面積一覧表（様式第 2） 

（船橋市ラブホテルの建築規制に関する条例施行規則（以下「規則」という。）第 2 条第 3

号から第 5号までに定める施設の面積については、壁又は柱等の内側での測定面積とする） 

(7) ホテル等の概要書（様式第 3） 

(8) 外部仕上げ表 

（外壁、屋根の仕上げ及び色彩が明記されたもの） 

(9) 内部仕上げ表 

（建物内部の仕上げ及び色彩が明記されたもの） 

(10) 建物配置図 

（縮尺 1/200 以上で、縮尺、方位、敷地及び建築物の配置並びに敷地に接する道路の位置及

び幅員が明記されたもの） 

(11) ホテル等利用者の動線を示す図面 

（フロント等から各客室への流れが明記されたもの） 



(12) 各階平面図 

（縮尺 1/200 で、縮尺、方位、間取り、用途、面積、ベッドの位置及び備品等が明記された

もの） 

(13) 建物立面図 

（縮尺 1/200 以上で、縮尺、外壁の色彩及び高さ（高架水槽又は広告塔を設置する場合はそ

の先端までの高さ）が明記されたもの） 

(14) 断面図 

（縮尺 1/200以上で、縮尺、各階の天井の高さ等が明記されたもの） 

(15) 客室詳細図 

（縮尺 1/50で、縮尺及び仕上表（ベッドその他の備品の位置及び種類）が明記されたもの） 

(16) 完成予想図 

（外観の意匠及び色彩が明記できるもの） 

(17) 看板、広告塔及びネオン等の配置図 

（縮尺 1/50以上で、看板等の位置、大きさ、字体及び色彩等が明記されたもの） 

(18) 看板、広告塔及びネオン等の立面図 

（縮尺 1/50以上で、看板等の位置、大きさ、字体及び色彩等が明記されたもの） 

(19) その他市長が必要と認める書類 

（関係法令の遵守） 

第４条 事業者は、前条の事前協議を行うにあたっては都市計画法、建築基準法、消防法、旅館業

法その他の関係法令を遵守した建築計画にて協議しなければならない。 

（事前協議の審査） 

第５条 市長は、第 3条に定める申請書を受理したときは、条例の目的に沿って次の事項について

審査（以下「事前協議審査」という。）するものとする。 

(1) ホテル等の構造及び設備が船橋市ラブホテルの建築規制に関する条例施行規則第 2条第 1項

の運用基準を満たしていること 

(2) 内部の構造及び設備が一般のホテル等に比べて必要以上に特殊でないこと 

(3) 外観、内部形態及び敷地の位置等から総合的に判断し、周辺の住環境と不調和でなく、かつ、

青少年の健全育成を阻害するものでないこと 

(4) 事業者の営業方針が善良な風俗及び良好な生活環境の保持に支障があるものでないこと 

（審査会の設置） 

第６条 市長は、事前協議審査を行うため、船橋市ホテル等事前協議審査会（以下「審査会」とい

う。）を置く。 

２ 審査会は、建設局建築部宅地課の係長職以上の者及び保健所衛生指導課の担当係長をもって組織し、

建築部長が議長となり議事を整理する。 

（計画変更等の指導） 

第７条 市長は、事前協議審査の結果、当該ホテル等の建築計画の内容が条例の目的等に照らし不

適当と認めたときは、事業者に対し、計画変更等の指導を行うものとする。 

（事前協議審査結果の通知） 

第８条 市長は、事前協議審査の結果、条例第 4条第 1項に定める届出に係る要件が整ったと認め

たときは、ホテル等建築計画事前協議通知書（様式第 4）により、事業者に対し、通知するもの

とする。 



（変更協議の申請） 

第９条 事業者は、前条の通知を受けたホテル等の建築計画について変更が生じたときは、市長に

対し、当該変更事項について、ホテル等建築計画変更協議申請書（様式第 5）により、第 3条各

号に掲げる書類（当該変更事項に係る書類については変更箇所を明記したもの）各 12部を添え

て変更協議をしなければならない。 

２ 事業者は、前項の変更にあたっては、都市計画法、建築基準法、消防法、旅館業法その他の関

係法令を遵守することはもとより、条例の目的等に適合しない変更を行ってはならない。 

３ 第１項の変更協議は、当該建築計画の条例第 4条第 1項の届出前に限らず、届出後及び同条第

2項の同意決定後においても行わなければならない。ただし、第 1項に定める書類を基に当該変

更事項が前項の規定に反しないものであって、かつ、ホテル等の部分に関し軽微なものであると

市長が認めた場合は、この限りでない。 

４ 市長は、前項ただし書の規定により変更協議を行わないとしたときは、ホテル等建築計画変更

確認通知書（様式第 6）により、事業者に対し、通知するものとする。 

（変更協議の審査） 

第１０条 前条第 1項の変更協議申請に係る事項の審査にあたっては、第 5条から第 7条までの

規定を準用する。この場合において、これらの規定中「事前協議」とあるのは「変更協議」と、

「船橋市ホテル等事前協議審査会」とあるのは「船橋市ホテル等変更協議審査会」と読み替える

ものとする。 

（変更協議審査結果の通知） 

第１１条 市長は、前条の変更協議の審査の結果、条例第 4条第 1項に定める届出に係る要件が整

ったと認めたときは、ホテル等建築計画変更協議通知書（様式第 7）により、事業者に対し、通

知するものとする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成 20年 10月 1日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現にラブホテル建築規制条例第 4条による届出を受理しているホテル等

の建築については、この要綱を適用しない。 

附 則 

この要綱は、平成 20年 12月 1日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 21年 2月 10日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 28年 4月 1日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 30年 6月 15日から施行する。 

 

 

 

様式第１から様式第７ 省略 


